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はじめに

全国医学部長病院長会議は，医育機関である医
学部・医科大学に共通する教育，研究，診療の諸
問題，そしてこれらに関連する課題について協議
し，相互の理解を深めるとともに意見の統一をは
かり，わが国における医学並びに医療の改善向上
に資することを目的に昭和 42 年 10 月 7 日に設立
された．当時は，昭和 21 年から実施されてきた
インタ－ン制度に対し，様々な欠陥が指摘され，
その廃止を求める動きが活発化していた時期であ
り，全国の医学部・医科大学も，一つになって国
に働きかけることの必要性が認識されたのが設立
の経緯である．初代の会長には豊川行平東京大学
医学部長が就任し，事務局は東京大学構内に置か
れた．インタ－ン制度は昭和 43 年 5 月 10 日に成
立した医師法の一部を改正する法律によって廃止
され，臨床研修制度が実施に移されたが，これに
は設立したばかりの全国医学部長病院長会議が大
きな役割を果たしたものと考えられる．なお，会
長の任期は当初 1 年であったが，活動の継続性と
いう観点から，平成 16 年の第 40 代吉村博邦会長

（北里大学医学部長（当時））の時から 2 年とな
り，今日に至っている．

1．具体的な活動

現在，医学部・医科大学を取り巻く環境は大き
く変化しており，教育，研究，診療，大学運営に
おいても，様々な問題に直面している．全国医学
部長病院長会議では，これらの問題に対して委員
会あるいはワーキンググループなどを設け，調
査，提言，要望，情報発信などを行っている．図
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は本会議の下にある委員会等の構成を活動項目ご
とに整理して示したもの（改定案）であるが，13
委員会，9 ワーキンググループ，1 アドホック委
員会，1 懇談会が活動している．紙面の都合があ
るので，これらの委員会等を通じた全国医学部長
病院長会議の活動のいくつかを紹介したい．詳細
は全国医学部長病院長会議のホームページ 1）を参
照願いたい．
1）卒前，卒後の一貫した医師養成システムの構
築～医師養成のグランドデザインの提言

わが国の医師養成システムにはグランドデザイ
ンがない．すなわち，卒前教育は文部科学省の管
轄のもと，全国の医学部・医科大学が実践してい
るが，医師国家試験および卒後臨床研修は卒前教
育とは関係のうすい厚生労働省の管轄下にある．
また，臨床研修修了後の専門医教育そして生涯教
育は，学会あるいは医師会が主体となっており，
それぞれが独自の考え方で動いている．その結
果，卒前教育，医師国家試験，卒後臨床研修，専
門医研修，生涯教育といった一連の医師養成シス
テムには一貫した考え方に基づいた連続性がな
い．特に，卒前教育と医師国家試験との不連続性
は重大で，医学部 6 年間の教育から卒後臨床研修
への連続性が医師国家試験によって途切れてし
まっているのが現状である．また，全国の医学
部・医科大学は，自主的に資金を出し合い，共用
試験実施評価機構を立ち上げ，医学生が臨床実習
に入る前に医学生の知識，技能，態度を客観的に
評価するシステムを導入し，平成 17 年度から本
格的に運用しているが，その成果が診療参加型臨
床実習の充実，および医師国家試験の改善に十分
活かされていない．

このような現状を打開するため，全国医学部長
病院長会議では，「医師養成のグランドデザイ
ン」を提言 2）し，その提言の実施状況を検証し，
実行するためのアクションプラン 3）を提示してき
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た．同時に，国家試験の改善に向けて，大学教官
（員）および受験生を対象とした国家試験に関す
るアンケ－ト調査を毎年実施し，厚生労働省を始
めとする関係機関に要望書を提出してきた 4）．さ
らに，これまで大学ごとにバラバラだった共用試
験の合格基準を全国的に統一するため，推奨合格
基準を設定し，この基準をクリアし，同時に各大
学で定めた進級基準を満たし，診療参加型臨床実
習に進むことになった医学生に対して，各大学か
らの申請に基づき，全国医学部長病院長会議から
認定証を発行する試行事業を平成 25 年度に実施
することにした 5）．このような仕組みによって，
医師としての資格を持たない医学生が診療参加型
臨床実習を行うに足る知識，基本的診療技能，お
よび態度を備えていると各大学が判断したことを
社会や患者に明示し，その了解を得て，より充実
した臨床実習を行う一助となることを期待してい
る．医学生の質保証システムとしての共用試験が
活用されれば，現在の医師国家試験で出題されて
いる定型的な知識に関する問題は出題する必要が
なくなり，臨床研修を受けるために必要な知識，
技能に絞って出題するなど，医師国家試験の改善
も期待できる 6）．また，これにより，診療参加型
臨床実習が充実し，卒業時点で一定の基本的臨床
能力が担保されるようになれば，卒後臨床研修期
間の短縮も実現できるのではないかと期待され
る．

2）医学教育の国際的質保証～分野別認証に向け
た取り組み

2010 年 9 月 に 米 国 ECFMG か ら，2023 年 以
降，アメリカ医学協会（LCME）あるいは世界医
学教育連盟（WFME）の基準，またはこれらに
相当する国際基準に認定されていない医学部から
の受験は認めない，との連絡が入った．わが国の
医学部・医科大学は 7 年ごとの機関別認証評価を
受審することが義務づけられているが，医学教育
の分野別認証評価を行う組織はない．したがって
国際基準あるいはこれに準じた基準によって分野
別認証評価を実施する，国際的にも通用する組織
を国内に早急に設立する必要がある．全国医学部
長病院長会議では，この問題について医学教育の
質保証検討委員会を立ち上げ対応を検討するとと
も に 7）， こ の 委 員 会 が 核 と な っ て 設 立 し た
JACME（Japan Accreditation Council for 
Medical Education）を認証組織として承認した．
医学教育の国際認証は，ECFMG の受験資格を契
機として浮上してきた問題であるが，全国医学部
長病院長会議としては，グローバルにも認められ
る医学教育，特に医学教育先進国の後塵を拝して
いると言われる臨床実習を改善し，医学教育の質
保証システムを作る絶好の機会と捉えており，社
会全体で医学教育の質を高めるために努力するこ
とが重要であると考えている．
3）医師不足問題，医師偏在問題に対する取り組
み

医学部入学定員は，昭和 57 年および平成 9 年
の閣議決定により 7,625 人まで抑制され，わが国
の医師養成数には一定の歯止めがかけられてき
た．しかし，平成 19 年頃から医師不足，医師偏
在が顕在化し，平成 20 年，当時の政府自民党が
閣議決定をはずし，医学部定員増を決定し，医学
部入学定員の増員が始まった．全国の医学部・医
科大学では国からの要請に応えて，入学定員を増
やし，平成 25 年度の入学定員は，9,041 人にまで
増員した．これは，平成 19 年度比 1,416 人増

（1.19 倍）になる．定員増により増加した医学生
は，平成 25 年度以降順次卒業することになり，
医師不足は解消の方向に向かうが，一方，このま
まの定員増が続くと，将来的には医師が過剰にな
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ることも懸念される．また，入学生の学力につい
てのアンケ－ト調査によると，定員増が始まって
以降の学年から留年者数や休学者数の増加がみら
れており，定員増は医学生の質の観点からも検討
が必要である 8）．

なお，医師不足対策は医学部新設によって対応
すべきである，という考え方が一部にある．これ
に対して，全国医学部長病院長会議では，医科大
学約 14 校に相当する 1,416 人の医学部定員増を
実施した現在，医学部の新設は様々な問題を惹起
する懸念があり，平成 26 年以降の医師数の地域
分布および勤務状況，必要医師数の調査などを踏
まえ，中長期的な医師受給の見通しについて十分
な検証等を行うことが必要であり，医学部の新設
については慎重かつ適切に対応することを要望し
ている 9）．
4）被災地医療支援

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災，
その後に発生した福島原子力発電所の事故は，東
北地方に中心に甚大な被害をもたらした．もとも
と医師不足の目立つ東北地方では，震災を機に一
層の医師不足に陥った．これに対して，全国医学
部長病院長会議では被災地医療支援委員会を立ち
上げ，関連省庁・日本医師会など 18 組織（34 団
体）からなる被災者支援連絡協議会の 1 組織とし
て，政策提言を行うと同時に，全国の医学部・医
科大学の協力を得て，被災地からの医師派遣の要
請に応じた医師派遣を現在も継続して実施してい
る 10）．

おわりに

紙面の制限があるので，全国医学部長病院長会
議の活動のうち，医学教育に関連する事項を中心
に紹介した．このほか，卒後教育のあり方に関す
る提言，利益相反マネジメントに関するガイドラ
インの作成，地域医療に関する問題の調査 11），大
学病院の医療事故対策に関する提言 12），DPC（包
括的支払制度）および経営実態・労働環境を含め
た大学病院の医療に関する調査と提言，女性医師
の労働・環境問題への提言 13），定期刊行物 14）と

して医学部・医科大学の白書調査およびカリキュ
ラム調査など，活動は多岐にわたる．始めに述べ
たように大学を取り巻く教育，研究，診療，管理
運営に関する問題は数多く，全国医学部長病院長
会議の果たすべき役割は非常に大きくなってい
る．これまで全国医学部長病院長会議は任意団体
として活動してきたが，高まる社会からの要請に
応えるため，平成 25 年 9 月 20 日から一般社団法
人へ移行した．
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